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○平成２５年３月１９日
第３３回原子力規制委員会において提示された
「原子力発電所の新規制施行に向けた基本的な方針」
（田中委員長私案）が同委員会で了承された。

上記方針を踏まえ、原子力規制庁から当社に対して、
新規制基準を踏まえた大飯発電所３，４号機の実態を
確認し、準備ができたものから報告するよう要請（3/25
原子力規制委員会-関電の面談にて）があった。

○平成２５年４月１８日
原子力規制庁の要請に基づき、大飯３，４号機に関して、
新規制基準への適合性について確認し、その結果を取り
まとめ提出した。現在、規制委員会評価会合で評価中。
（5月16日，6月5日に追加報告を提出済）

これまでの経緯
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アクシデントマネジメント策として

自主保安の観点で対策を実施

＋

新規制基準の全体像

平成25年2月6日 第27回原子力規制委員会
「発電用軽水型原子炉施設に係る新安全基準骨子案について」の資料から作成

＜従来の安全基準＞ ＜新規制基準＞
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主な新規制基準
要求項目

主な要求事項 当社の主な対応

地震及び津波に対
する設計の基本方
針

・重要な安全機能を有する施設は、将
来活動する可能性のある断層等の露
頭が無いことを確認した地盤に設置
すること。

・敷地内において、建設時の調査のほか、運転開始後に
ボーリング、トレンチ調査等による耐震安全性確認を実
施しており、重要な安全機能を有する施設は、将来活動
性のある断層等の露頭がないことが確認された地盤に設
置していることを確認

基準地震動Ｓｓの
策定

・最新の科学的・技術的知見を踏まえ、
「震源を特定して策定する地震動」
と「震源を特定せず策定する地震
動」を策定すること。

・「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」および
「震源を特定せず策定する地震動」に基づき、基準地震
動を適切に策定していることを確認

基準津波の策定

・最新の科学的・技術的知見を踏まえ、
策定すること。また、地震のほか、
地すべり等の要因も考慮して策定す
ること。

・基準津波は、最近の調査等から得られる知見を踏まえ、
周辺の海域活断層で発生する地震、日本海東縁部で発生
する地震、地震以外の要因について検討し、適切に策定
していることを確認

津波に対する設計
方針

・基準津波の遡上波が、直接到達、流
入および取放水路から流入しないこ
と。

・重要な安全機能を有する施設の敷地高さ（約９．７
ｍ）は、基準津波による設計津波高さ（約２．８５ｍ）
より高く、施設の安全機能が保持できることを確認

大飯発電所 新規制基準への主な対応状況
Ⅰ．地震・津波
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Ⅱ．設計基準 1/2

主な新規制基準
要求項目

主な要求事項 当社の主な対応

自然現象

・安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
地震、津波及び地震随伴事象以外の想定さ
れる自然現象によって安全性を損なうこと
のない設計であること。

・重要度の特に高い安全機能を有する構築物、
系統及び機器は、予想される自然現象のう
ち最も過酷と考えられる場合および自然力
に設計基準事故時における事故荷重を適切
に組み合わせた場合を考慮した設計である
こと。

・予想される自然現象として、敷地の自然環境を基に、竜巻、降水、
落雷、火山の影響、生物学的事象、森林火災、洪水、風（台風）、
凍結、積雪、地滑りを対象に、それらの最も過酷と考えられる場
合においても、原子炉施設の安全性を損なうことのない設計と
なっていることを確認

＜確認例＞
・竜巻については、日本海側で過去に発生した規模等から最大
風速（６９ｍ/ｓ）を想定しても原子炉格納容器や原子炉周辺
建屋などが健全であり、安全機能を維持できることを確認

内部溢水

・安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
原子炉施設内部で発生が想定される溢水に
対し、安全性を損なうことがない設計であ
ること。

・発生が想定される溢水が放射性物質を含む
ものである場合については、管理区域から
の漏えいを防止する設計であること。

・安全機能を有する構築物、系統および機器は、原子炉施設内で発
生が想定される溢水により、原子炉施設の安全性を損なうことの
ないことを確認

・放射性物質を含む溢水が管理区域から漏えいしないことを確認

＜確認例＞
・地震による機器の破損では、原子炉周辺建屋で約７２ｍ３の
溢水が発生するが、隔壁で分離されている事などから、原子
炉施設の安全性を損なうことのないことを確認

大飯発電所 新規制基準への主な対応状況

重要設備

耐震裕度の低い
機器から漏水

床ドレン

②逆流防止対策

①止水処理
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Ⅱ．設計基準 2/2

主な新規制基準
要求項目

主な要求事項 当社の主な対応

火災

・原子炉施設は、火災により安全性を損な
うことのないよう、火災発生防止、火災
感知及び消火並びに火災の影響の軽減の
各防護対策を考慮した設計であること。

・火災発生防止
材料規格、機械的・電気的な特性、信頼性（使用実績）、保守性、

放射線等の環境条件への耐性等を勘案し、不燃性または難燃性材料
を使用

・火災感知及び消火
原子炉の高温停止、低温停止を達成し、維持するための安全機能

を有する機器等を設置している区域に火災感知設備を設置
電動、ディーゼル駆動の消火ポンプや複数の消火水源を設置し、

消火栓、を必要な箇所に配置
・火災の影響の軽減

火災防護規定が影響軽減方法を仕様として定めたことを踏まえ、
遮炎性のクロスや固定式消火設備を設置する。

原子炉の高温停止、低温停止を達成し、維持するための安全機能
は、単一の火災により機能が失われないことを火災影響評価で確認
している

大飯発電所 新規制基準への主な対応状況

防火戸

防火ダンパ

貫通部シール

火災区画

（評価対象区画）

火災区画

（評価対象の隣接区画）

＜火災影響軽減の例＞

耐火壁による分離

・3時間の耐火能力を有する

150mm以上の厚さの壁で分離
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Ⅲ．重大事故対策（対応実施済み）

主な新規制基準
要求項目

当社の主な対応

原子炉冷却材高圧時の冷
却対策

・タービン動補助給水ポンプによる二次系冷却を十分な期間実施するために、水源となる復水
ピットへ補給する消防ポンプ・ホースを配備

・空冷式非常用発電装置を接続し電動補助給水ポンプを起動し、原子炉への注水機能を復旧

原子炉冷却材圧力バウン
ダリの減圧対策

・恒設直流電源喪失時においても、主蒸気逃がし弁および加圧器逃がし弁を作動させ原子炉
冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、電源復旧のため、空冷式非常用発電装置
を配備

原子炉冷却材低圧時の冷
却対策

・原子炉の冷却機能として余熱除去系統を復旧するため、代替電源である空冷式非常用発電
装置、海水ポンプの代替となる大容量ポンプを配備

使用済燃料プールの冷却、
遮へい、未臨界確保対策

・使用済燃料貯蔵プールの冷却・注水機能の喪失時などにおいて、必要な水位を維持するこ
とにより使用済燃料貯蔵プール内の燃料の冷却、遮へいおよび臨界防止を行うために、可搬
式の消防ポンプ、ホース等を配備
・使用済燃料ピット水位監視カメラ設置等

大飯発電所 新規制基準への主な対応状況

Ⅲ-1

Ⅲ-2

Ⅲ-3

Ⅲ-4

新規制基準の主な要求事項
冷却機能や減圧機能などを喪失した場合、当該機能を復旧、代替する設備、手順等を整備することが求められている
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海水
ポンプ

(高圧注入系)
(低圧注入系)

(余熱除去系)

格納容器スプレイ系

原子炉格納容器

再循環サンプ

原子炉容器

１次冷却材
ポンプ

蒸
気
発
生
器

制御棒

燃料

燃料取替用水
ピット

蒸気
(タービンへ)

給水(復水器から)

タービン動補助
給水ポンプ

電源盤

蒸気を大気へ放出

非常用
Ｄ／Ｇ

ディーゼル
消火ポンプ

冷却器

・中央制御室へ
・各計器へ

非常用
蓄電池

冷却水
ポンプ

電源車の配備

・各機器へ

排気筒

復水
ピット

常用
蓄電池

空冷式非常用発電装置の配備

接続

大容量ポンプの配備

可般式エンジン駆動
海水ポンプの配備

接続盤

配管恒設化
電動補助給水ポンプ

海水接続口の設置

接続ラインの恒設化

２次系
純水
タンク
（Ｃ）

２次系
純水
タンク
（予備）

淡水
タンク

＊１

消火水系統より＊１

＊２

アニュラス
排気系

冷却器冷却ポンプ

１次系純水
タンクより

海水

消火栓

淡水タンク
より

関西電力大飯３、４号機で新規制基準対応として実施済みの主な工事

Ⅲ-1、Ⅲ-2、Ⅲ-3
代替電源である空冷式非常用発電
装置による電動補助給水ポンプ、
余熱除去ポンプや加圧器逃がし弁

などの機器の電源復旧

Ⅲ-1
消防ポンプ・消防ホースに
よる復水ピットへの補給

Ⅲ-４
消防ポンプ・消防ホースによる
使用済燃料プールへの補給

Ⅲ-４
過酷事故時における非常用空冷
式発電装置から電源供給可能な
水位計、温度計、カメラによる使用

済燃料プールの監視

中圧ポンプの
設置

・水密扉への
取替

・シール施工
・非常用Ｄ／Ｇ
空調用ダクト
かさ上げ

使用済燃料
ピット

＊２

加圧器逃
がしタンク

再循環
ユニット

加圧器
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Ⅳ．重大事故対策（対応工事実施中）

主な新規制基準
要求項目

当社の主な対応

原子炉冷却材高圧時
の冷却対策

・起動弁開放（人力による開放）、蒸気加減弁開放とあいまってタービン動補助給水ポンプを起動で
きるよう、タービン動補助給水ポンプ非常用油ポンプを起動するための可搬式バッテリを配備

原子炉冷却材圧力バ
ウンダリの減圧対策

・加圧器逃がし弁による冷却材の減圧操作が行えるよう、可搬式コンプレッサ(4台)、窒素ボンベ(24
本)および電磁弁用の電源車の配備

原子炉冷却材低圧時
の冷却対策

・原子炉の冷却、格納容器の冷却や溶融炉心の冷却を行うため、設計基準事故対処設備に対し多
様性および独立性をもった、低圧注水ポンプを配備（電源として専用のエンジン式発電機、水源と
してキャナル他や仮設組立式水槽）
➣恒設代替低圧注水ポンプの配備（２台）
➣可搬式代替低圧注水ポンプの配備（５台）

格納容器内雰囲気の
冷却･減圧･放射性物
質除去対策

格納容器下部に落下
した溶融炉心の冷却
対策

格納容器の過圧破損
防止対策

・大容量ポンプによる格納容器再循環ユニットへの海水直接通水ラインの整備

電源確保対策
・電源車の配備(既設で２台配備済み、今回追加で３台配備)
・空冷非常用発電装置の常時接続の整備

大飯発電所 新規制基準への主な対応状況

Ⅳ-1

Ⅳ-2

Ⅳ-3

Ⅳ-4

Ⅳ-5

新規制基準の主な要求事項
冷却機能や減圧機能などを喪失した場合、当該機能を復旧、代替する設備、手順等を整備すること。また、炉心の著
しい損傷が発生した場合、炉心の冷却や格納容器の圧力、温度、放射性物質濃度を低下させる設備、手順等を整備
することが求められている
電源喪失事故が発生した場合は、炉心損傷、格納容器破損、使用済燃料プールの燃料損傷防止、原子炉停止中の
燃料損傷防止に必要となる電力を確保する設備、手順等を整備することが求められている
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海水
ポンプ

(高圧注入系)
(低圧注入系)

(余熱除去系)

格納容器スプレイ系

原子炉格納容器

再循環サンプ

原子炉容器

１次冷却材
ポンプ

蒸
気
発
生
器

制御棒

燃料

燃料取替用水
ピット

蒸気
(タービンへ)

給水(復水器から)
タービン動補助給水ポンプ

電源盤

蒸気を大気へ放出

非常用
Ｄ／Ｇ

ディーゼル
消火ポンプ

冷却器

・中央制御室へ
・各計器へ

非常用
蓄電池

冷却水
ポンプ

電源車の配備

・各機器へ

排気筒

復水
ピット

常用
蓄電池

空冷式非常用発電装置の配備

接続

大容量ポンプの配備

可般式エンジン駆動
海水ポンプの配備

接続盤

配管恒設化
電動補助給水ポンプ

海水接続口の設置

接続ラインの恒設化

２次系
純水
タンク
（Ｃ）

２次系
純水
タンク
（予備）

淡水
タンク

＊１

消火水系統より＊１

＊２

アニュラス
排気系

冷却器冷却ポンプ

１次系純水
タンクより

海水

消火栓

淡水タンク
より

関西電力大飯３、４号機で新規制基準対応として６月末までに実施する主な工事

中圧ポンプの
設置

・水密扉への
取替

・シール施工
・非常用Ｄ／Ｇ
空調用ダクト
かさ上げ

Ⅳ-5 空冷式非常用発電装置遠隔起動化工事
・中央制御室から起動操作を可能とするよう
設備を改造（恒設化）

Ⅳ-5 電源車の配備
・追加で3台配備

Ⅳ-1 可搬式バッテリの配備
・タービン動補助給水ポンプの非常用
油ポンプ起動用可搬式バッテリ

使用済燃料ピット

加圧器

加圧器逃
がしタンク

Ⅳ-2 加圧器逃がし弁制御用空気代替ライン設置
・加圧器逃がし弁を作動させるための
窒素ボンベ及び可搬式コンプレッサを配備

海水

専用ホース

専用接続口

入口弁

機器へ

Ⅳ-4 直接海水注入ライン設置
・再循環ユニットの冷却水代替として、直接海水を送水
可能とするようホースを配備

冷却水

冷却水クーラ

専用接続口

キャナル+SFP
【約330m3】

屋 外
（ＳＦＰエリア外）

電源ケーブル

Ⅳ-3 恒設代替低圧注水ポンプの設置
・電源、補機冷却水が喪失した場合でも、速やかに原子炉お
よび格納容器に注水できるよう、専用ポンプ・電源を配備

電動
ﾎﾟﾝﾌﾟ

ポンプ電源供給
【610kVA】専用配備

屋 内
（ＳＦＰエリア内）

専用ホース

＊２

再循環
ユニット
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ＳＧへ

タービン ポンプ

オイルクーラ

非常用
油ポンプＡ

非常用
油ポンプＢ

主油
ポンプ

Ｐ

Ｐ

Ｐ
復水ピット他より

可搬式バッテリ
（イメージ）

タービン動補助給水ポンプ非常用油ポンプ用可搬式バッテリの配備
Ⅳ-1

＜電源＞

起動盤

＜タービン動補助給水ポンプの通常起動フロー＞
①タービン動補助給水ポンプ待機時は、非常用油ポンプは待機状態（大飯３，４号機の場合）
②起動信号により、 非常用油ポンプが自動起動（潤滑油・制御油を供給）※
③油圧確立後、駆動用蒸気弁が開放するとともに、蒸気加減弁が開放
⇒タービン動補助給水ポンプ起動

※電源喪失時に非常用油ポンプが起動しない場合、可搬式バッテリを接続し、
非常用油ポンプを起動、手動にて駆動用蒸気弁を開放し、タービン動補助給水ポンプを起動

参考：タービン動補助給水ポンプの起動後は、同軸に直結されている主油ポンプで
潤滑油・制御油を供給

工事目的：全交流電源喪失・恒設直流電源系統喪失などによるタービン動補助給水ポンプ非常用油ポンプ
の電源喪失を想定した場合においても、現場にて非常用油ポンプへの給電・起動が出来るよう
に可搬式バッテリを配備する。

工事概要：専用の可搬式バッテリをタービン動補助給水ポンプ起動盤付近に配備する。

・ディーゼル発電機
・恒設バッテリ
・空冷式非常用発電装置
・電源車

ＳＧより

大気へ
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工事目的：全交流電源喪失により制御用空気が喪失した場合においても、中央制御室から加圧器逃がし弁
の遠隔操作が出来るように代替空気ラインを設置する。

工事概要：Ｎ２ボンベおよび可搬式コンプレッサを併設し、これらから加圧器逃がし弁作動用代替空気を供給
する配管および弁等を設置する。
・配管接続部は容易に接続可能なカプラとする。
・コンプレッサの電源は空冷式非常用発電装置より供給する。

弁作動用空気

可搬式
コンプレッサ

N2ボンベ

加圧器
逃がしタンク

加圧器逃がし弁

弁作動用空気の流れ

追設

カプラ
（使用時に接続）

原子炉補助建屋
格納容器

加圧器逃がし弁制御用の電源および空気代替ライン設置 Ⅳ-2

電源車
・電磁弁への給電
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工事目的：原子炉補機冷却水系統（ＣＣＷ系統）の機能および電源が喪失した場合においても、原子炉およ
び格納容器スプレイの注水を可能とするため、専用の電源車を有する恒設代替低圧注水ポンプ
を設置する。

工事概要：専用の電源車を有する恒設代替低圧注水ポンプを設置する。

格納容器
スプレイポンプ

格納容器スプレイ

格納容器

原子炉容器 M

M

M

M

余熱除去ポンプ

余熱除去冷却器

格納容器
スプレイ冷却器 M

消火水系統
M M

P
ポンプ電源
供給源
【610kVA】

キャナル+SFP
【約330m3】

吸込ライン
（ホース）

ＳＦＰエリア内ＳＦＰエリア外

電源ケーブル

恒設代替低圧注水ポンプ
【定格容量：約150m3/h】
【定格揚程：約150m】

吐出ライン
（ホース）

可搬式・恒設代替低圧注水ポンプの設置

P

可搬式代替低圧注水ポンプ（５台）
【定格容量：約150m3/h】
【定格揚程：約150m】

Ⅳ-3

燃料取替用水
ピット

【1860m3】

燃料取替用水ポンプ

カップラー
（使用時に接続）
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工事目的：全交流電源喪失時（SBO）と原子炉冷却材喪失事故（LOCA）及び最終ヒートシンク喪失（LUHS）
の重畳を想定した場合において、格納容器の損傷防止のため、大容量ポンプ車から格納容器再
循環ユニットへの直接海水注入できるホース（金具付）を準備する。

工事概要： 格納容器再循環ユニットに海水を直接給水し、格納容器の冷却ができるよう、海水ラインから原
子炉補機冷却水ラインへの連絡ホースおよび再循環ユニット排水ライン用ホースを準備する。

A原子炉補機
冷却水ポンプ

A原子炉補機
冷却水冷却器

格納容器
再循環ユニット

原子炉補機
冷却水
戻り母管へ

大容量ポンプ

海水管

海

海へ

海水ポンプ

海水
ストレーナ

閉止板（ディスタンスピース）

Ｓ

ＣＣＷクーラ
マンホール

ＣＣＷクーラ入口弁
ボンネット

接続金具

ホース

取付治具

接続金具

取付治具

接続部詳細図

海水入口
（大容量ポンプより）

海水出口

C・Ｄ ＣＣＷＰからＣＣＷ入口

再
循
環
ユ
ニ
ッ
ト

ＡまたはＢ ＣＣＷＰ

ＣＣＷＰ入口短管取り外
しホース接続で屋外へ
布設し側溝へ排水

ホース

ホース

マンホール

入口弁

格納容器再循環ユニットへの直接海水注入ライン設置

Ａ ＣＣＷクーラ

Ⅳ-4

ＰＰ
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工事目的：福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全性向上対策のうち電源確保対策として、空冷式非常用発電装置を設

置しているが、より迅速に給電可能となるよう改造し、電源確保のさらなる充実を図る。

工事概要：空冷式非常用発電装置を中央制御室から遠隔起動可能なように改造する。また、ケーブル接続箇所に常時接続

する運用に変更することで現場でのケーブル繋ぎ込み作業を不要とする。

空冷式非常用発電装置遠隔起動化工事 Ⅳ-5



15特定安全施設の概要

特定安全施設
・緊急時制御室
・原子炉への低圧注入設備
・格納容器下部注水設備
・格納容器スプレイ注水設備
・電源設備 ・通信連絡設備 他

フィルタ・ベント設備
事故時に放射性物質を低減して
排気

参考


